
 

 

「はままつ知財研究会」会則 

 

（名称）  

第１条  この会は，「はままつ知財研究会」という。  

  

（目的）  

第２条  この会は、公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構と連携し、知的財産に関する諸制度の 

適正な活用、知的財産に関わる人財の育成および会員相互の交流を図ることにより、もって会員

の経営に資するとともに、浜松地域の産業の振興、発展に寄与することを目的とする。  

  

（事業）  

第３条  この会は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。  

（１）知的財産経営、知的財産創造活動の奨励・推進  

（２）知的財産に関する研究、意見・情報交換、交流のための別表に定める部会の開催 

（３）知的財産に関わる人材の育成  

（４）上記（１）～（３）に関する会員を対象とした講演会、セミナーの開催  

（５）公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構が開催する講演会、セミナー等に関する  

提言 

（６）機関誌を含めた知的財産関係情報の発信  

（７）その他必要な事業  

  

（会員）  

第４条  この会は、次に掲げる会員をもって組織する。  

（１）法人会員は、本会の趣旨に賛同する企業及び個人事業主とする。  

（２）個人会員は、本会の趣旨に賛同する個人とする。  

（３）特別会員は、本会の趣旨に賛同する公的な機関及び団体とする。  

  

（入退会）  

第５条  （１）この会に入会を希望するものは所定の入会申込書を提出するとともに、第１４条に規定 

する所定の会費を納入しなければならない。  

（２）会員が退会を希望する場合は、その旨を本会に通知しなければならない。  

（３）会費滞納の会員は、退会したものとみなす。  

  

（会員の権利）  

第６条  会員は、この会が実施する次の事業に参加又はサービスを受ける権利を有する。  

（１）部会、講演会、セミナー等の行事に参加すること。  

（２）有料の講演会、セミナー等に会員割引で参加できること。  

（３）知的財産関係情報の提供を受けること，及び機関誌に投稿すること。  

  

（役員）  

第７条  この会に次の役員を置く。  

（１）会長   １人  

（２）副会長  ３人以内  

（３）幹事   若干名  

（４）監事   ２人以内  

  

（役員の選任）  

第８条  （１）会長は、会員の互選により定める。  

（２）幹事は、総会において、会員の中から選任する。  

（３）副会長及び監事は、総会において、幹事の中から選任する。  



 

  

（職務）  

第９条  （１）会長は、この会を代表し，会務を総理する。  

（２）副会長は、会長を補佐するとともに、会長に事故あるときは、その職務を代理する。   

（３）幹事は、会務を遂行する。  

（４）監事は、本会の収支を監督及び監査する。  

  

（任期）  

第１０条 役員の任期は２年とし、再任は妨げない。  

ただし，任期途中で役員が交代した場合の後任役員の任期は、前任者の残任期間とする。  

  

（顧問）  

第１１条 この会に顧問を置くことができる。  

（１）顧問は、幹事会の承認を経て会長が委嘱する。  

（２）顧問は、この会の運営に関する事項に関して意見を述べ、又は会長の求めに応じて会議に 

出席して意見を述べることができる。  

  

（総会）  

第１２条 総会は年１回開催し、次の事項を審議し、議決する。ただし、必要があるときは会長が臨時に 

これを招集することができる。  

総会の議長は、会長がこれに当たる。  

総会は、会員の過半数の出席（委任状を含む）によって成立し、議決は、出席会員（委任状を含

む）の３分の２以上の同意によって行う。  

会長が必要と認めるときは、総会は書面で開催することができ、その場合、総会は、会員の過半

数の回答書提出によって成立し、議決は、回答書を提出した会員の３分の２以上の同意によって

行う。 

（１）役員の選出  

（２）会則の改正  

（３）事業報告及び収支決算の承認  

（４）事業計画及び収支予算の決定  

（５）第３条（２）の部会の設置、廃止の決定 

（６）その他必要な事項  

  

（幹事会）  

第１３条 幹事会は年１回開催し、次の事項を審議し、議決する。ただし、必要があるときは会長が臨時に 

これを招集することができる。  

幹事会の議長は、会長がこれに当たる。  

（１）総会から委託された事項  

（２）役員候補者の選出  

（３）その他必要な事項  

  

（会費）  

第１４条 法人会員および個人会員は、次の会費を納入しなければならない。  

（１）法人会員の会費は、年額１５，０００円とする。 

但し、特許事務所、法律事務所等または個人事業主の会費は、年額１０，０００円とする。 

（２）個人会員の会費は、年額 ３，０００円とする。  

（３）年度の途中において入会した場合の会費の納入は次の表のとおりとする。  

（４）年度の途中において退会した場合は会費を返納しない。  

 

  

  

入会月 
法人会員会費 法人会員(特許事務所、法律事務所

等、個人事業主)会費 
個人会員会費 

４ ～  ６月 

７ ～  ９月 

１０ ～  12月 

１ ～  ３月 

１５，０００円 

１２，０００円 

 ８，０００円 

 ３，０００円 

１０，０００円 

 ８，０００円 

  ５，０００円 

  ２，０００円 

３，０００円 

２，０００円 

１，５００円 

１，０００円 



 

（経費）  

第１５条 この会の経費は、会費、事業に伴う収入、寄付金及びその他の収入をもって充てる。    

  

（年度会計）  

第１６条 この会の会計年度は，毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。  

  

（運営・事務局）  

第１７条 この会は，会員による自主的な運営を図り、運営のための必要な事務的業務等を行う事務局を 

公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構に置く。  

  

（会則の改正）  

第１８条 この会則は、総会の議決によって改正することができる。  

会則を改正した場合には、直ちに会員に通知するものとする。  

  

（委任）  

第１９条 この会則の施行に関し必要な事項は、会長が幹事会の議決を経て別に定める。  

  

  

附則  この会則は、平成２４年４月１日から適用する。 

附則  この会則は、平成３０年６月１４日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。  

附則  この会則は、令和５年６月２３日から適用する。 

 

     

別表（第３条関係） 

 

部会名 部会の目的 部会の内容 

(1)知財問題研究部会 

 （ＩＰ部会） 

・知財関係者（企業の知財担当者、弁護

士、弁理士等）の知財知識、知財スキル

の向上を図る。 

・知財関係者の交流を深める、人脈づくり

を図る。 

・知財関係者が抱えている課題等について 

の意見交換、ディスカッション。   

・法律・判例等についての研究。 

・部会のための講演会・セミナー開催。 

など 

(2)知財経営研究部会 

 （ＣＩＰＯ部会） 

・企業経営者等に対する知財啓蒙を図る。 

・企業経営に役立つ知財戦略（知財経営）

の実現を図る。 

・経営者等の交流を深める、人脈づくりを 

図る。 

・中小企業等の知財経営に向けた取組み 

の研究。 

・経営者が抱えている知財に関する課題等

についての意見交換、ディスカッション。 

・部会のための講演会・セミナー開催。 

など  


